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第１章 「地方人口ビジョン」の基本的な考え方 

 

第 1 節 策定の背景 

まち・ひと・しごと創生法が制定され、平成 26 年 12 月 27 日に、人口の現状と将来の

展望を提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（以下、「国の長期ビジョン」と

いう）及び、今後５カ年の政府の施策の方向を提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦

略」が閣議決定されました。 

これを受けて各地方公共団体においても「地方人口ビジョン」、「地方版総合戦略」を策

定することとされ、本町においても、全体的な枠組みの中で、国、都道府県と一体となっ

てまち・ひと・しごと創生に取り組んでいくことが求められています。 

 

 

第 2 節 人口問題における国及び北海道のビジョン 
 

1．国の長期ビジョンの趣旨 

 

（1） 人口問題に対する基本認識 

我が国の合計特殊出生率（以下「出生率」という。）は 1970 年代後半以降急速に低下し、

人口規模が長期的に維持される水準（「人口置換水準」。現在は 2.07。）を下回る状態が、

今日まで約 40 年間続いてきましたが、少子化がこのように進行しながらも、日本の総人

口は長らく増加を続けてきました。これは、出生率の低下によるマイナスを埋めて余りあ

る戦後の第一次及び第二次ベビーブーム世代という大きな人口の塊があったためと、平均

寿命が伸び、死亡数の増加が抑制されたことによります。 

この「人口貯金」とも呼ばれる状況が 2008 年に使い果され、これを境に日本の総人口

は減少局面に入りました。 

人口減少は、日々の生活においては実感しづらいものですが、このままの状況が続けば、

将来的には国全体の経済規模の縮小や、個々人の生活水準の低下を招き、究極的には国家

の持続性すら危うくなると言われています。 
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図表 人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まち・ひと・しごと創生本部事務局 まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」「総合戦略」パンフレットより 

 

 

（2） 「人口減少」が経済社会に与える影響 

我が国の人口は、2100 年には 5,000 万人を切ることが予測されている推計もみられま

す。人口減は、労働力の低下に直接つながります。また、人口の減少はその過程において、

高齢化を必然的に伴います。つまり高齢化の進行による悪影響（人口オーナス：従属人口

比率が高まる局面）にも留意しなければなりません。高齢化によって総人口の減少率を上

回る「働き手」の減少が生じます。その結果、総人口の減少以上に経済規模の縮小につな

がり、一人当たりの国民所得を低下させる恐れがあります。 

地方においては、人口減少によって地域経済社会の維持・持続的な自治体運営に大きな

影響を与えることが考えられます。地方における人口急減は、都会以上に労働力人口の減

少や消費市場の縮小を引き起こし、地方の経済規模を縮小させた結果、社会生活サービス

の低下を招き、更なる人口流出を引き起こすという悪循環が懸念されます。 

 

  

（万人） 
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（3） 国の示した基本的視点とめざすべき方向性 

国においては、次の 3点を今後の取組における基本的視点としています。 

 

① 「東京一極集中」の是正 

地方に住み、働き、豊かな生活を実現したい人々の希望を実現するとともに、東京圏の

活力の維持・向上を図りつつ、過密化・人口集中を軽減し快適かつ安全・安心な環境を実

現します。 

 

② 若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現 

人口減少を克服するため、若い世代が安心して働き、希望どおり結婚・出産・子育てを

することができる社会経済環境を実現します。 

 

③ 地域の特性に即した地域課題を解決する 

中山間地域など、地方都市とその近隣及び大都市圏において、人口減少に伴う地域の変

化に柔軟に対応し、地域の特性に即して、地域が抱える課題の解決に取り組みます。 

 

以上の基本的視点を踏まえて、今後めざすべき将来の方向は、将来にわたって「活力あ

る日本社会」を維持することであり、そのために、出生率を 1.8 程度に向上させ、2060 年

に 1 億人程度の人口を確保し、2050 年に実質ＧＤＰ成長率 1.5％～2.0％程度の維持をめ

ざすとしています。また、地方創生においては、自らの地域資源を活用した、多様な地域

社会の形成をめざします。そのために、外部の人材の取り込みや、地域資源を活用するこ

とが求められます。地域内や国内にとどまらず、海外の市場、特に成長著しい新興国など

と積極的につながっていくことが肝要であり、外部との積極的なつながりにより、新たな

視点から活性化を図ることが重要であるとしています。 

 

図表 我が国の人口推移と長期的見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まち・ひと・しごと創生本部事務局 まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」「総合戦略」パンフレットより 
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2．道の「個性豊かで持続可能な地域社会」に向けた施策展開の方向性 

道は、平成 27 年 3 月に「本道における人口減少問題に対する取組指針」を策定し、人

口減少の進行の緩和及び人口減少により地域に生じるさまざまな課題への対応について

の取組をまとめています。 

平成 27 年度に策定した「北海道創生総合戦略」では、指針の取組をさらに進め北海道

の独自性・優位性を最大限に活かし、あらゆる政策資源を投入しながら総合的な取組を進

めるとしています。 

 

（1） 北海道の人口の現状 

① 人口及び年齢区分別の人口の状況 

北海道の総人口は、平成 9年(1997年)をピークとして減少に転じ、国立社会保障・人口

問題研究所(以下「社人研」)の推計によると今後 30年間(2010年→2040年)で 131.6万人

減少。年少人口、生産年齢人口もそれぞれ 30.4万人、135.3万人減少し、今後、年少人口、

生産年齢人口が減少する一方、老年人口（高齢者人口）は増加を見込んでいます。 

 

図表 北海道総人口と 3区分人口の推移（北海道人口ビジョンより） 
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② 北海道の転入・転出数、出生・死亡数の推移 

北海道の転出数は、昭和 40年代後半（1970年代前半）は 10万人を超えていましたが、

徐々に減少し、昭和 50 年代（1970 年代後半）以降、8 万人台で推移してきました。いわ

ゆるバブル景気の頃は約 10 万人まで増加していましたが、その後は年による変動はあり

ますがゆるやかに減少傾向をとり続け、さらに平成 23（2011）年の東日本大震災以降は 6

万人を割り込んでいます。他方転入数は平成 7（1995）年を除き転出数より少なく、半世

紀にわたって道外への転出超過（社会減）が続いています。 

出生数については、第二次ベビーブーム以降ほぼ一貫して減り続けており、平成 15（2003）

年以降は死亡数が出生数を上回る自然減の状況が続いています。 

ここ 10 年間、道の人口は一貫して社会減と自然減の「ダブル減」の状況が続いていま

す。 

図表 北海道転入・転出数（上図） 出生・死亡数（下図）推移（北海道人口ビジョンより） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 人口減少が道経済に及ぼす影響 

地域経済社会の維持に人口減少が大きな影響を与えることは、言うまでもありません。

エネルギー消費が減ることによる「環境負荷の低減」をプラスと捉える向きもありますが、

それ以上にさまざまな分野への悪影響が想定されます。全国的に指摘されている点では、

「税収減」「労働力不足」「企業生産性の低下」「消費支出の減少」「地域医療の需給ギャッ

プ」などが挙げられます。 

また、経済指標で測りにくい部分として、「教育環境の維持」「地域文化継承への懸念」

も指摘されています。 
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3．北海道の将来の人口展望とめざすべき方向 

道では、北海道創生重点戦略において以下の 5つの分野を特に重要な戦略プロジェクト

として掲げています。 

 

１ 安心のまち・暮らし「住まいる北海道」プロジェクト 

２ 北のめぐみ「資源・ひと・経済好循環」創出プロジェクト 

３ 未来を拓く「攻めの農・林・水産業」確立プロジェクト 

４ 輝く「アジアの HOKKAIDO」創造プロジェクト 

５ 多様な交流・連携と「北海道型地域自律圏」形成プロジェクト 

 

また、基本戦略の構築にあたっては、地域性を活かすため、以下の基本視点に基づき検

討を行い、特色ある施策を打ち出していくとしています。 

 

１ 子どもを生み育てたいという希望をかなえる 
①未婚化・晩婚化への対応 

②地域特性に応じた子育て支援の充実 

③仕事と子育てを両立できる職場環境づくり 

④子どもの安全・安心の確保 

２ 住み続けたいと思える生活環境を整える 
①協働によるまちづくりとコミュニティの再構築 

②安心を支える医療・福祉サービスの確保 

③地域における交通ネットワークや買物の利便性の確保 

④地域や未来を担う人づくり 

⑤防災・防犯など暮らしの安全・安心の確保 

３ 食や観光をはじめとする力強い産業と雇用の場をつくる 
①地域を支える農林水産業の成長産業化 

②地域資源を活かした食関連産業の振興 

③観光産業の先進地・北海道の実現 

④高い付加価値を生み出すものづくり産業の振興 

⑤域内循環型ビジネスの育成・拡大 

⑥中小・小規模企業の競争力の強化 

⑦北海道の強みを活かした企業等の誘致 

⑧市場規模やニーズの変化に応じた産業の創造 

⑨多様な人材の活躍推進、担い手対策 

４ 北海道らしさを活かして人を呼び込み・呼び戻す 
①交流人口の拡大 

②独自の歴史・文化の発信 

③居住環境の魅力を活かした移住・定住の促進 

５ 多様性を活かし、北海道らしい連携により地域を形づくる 
①多様な強みを持つ地域づくり 

②自治体の広域的な連携 

③札幌圏の人口集中への対応 
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第 3 節 計画の位置づけと対象期間 
 

地方人口ビジョンは、国の長期ビジョン及び国の総合戦略を勘案しつつ、市町村におけ

る人口の現状分析を行い、人口に関する住民の認識を共有し、今後めざすべき将来の方向

性と人口の将来展望を示すものです。地方版総合戦略における「まち・ひと・しごと創生」

の実現に向けて効果的な施策を企画立案につなげる上で、重要な基礎と位置づけられます。 

地方人口ビジョンの対象期間は、国の長期ビジョンの期間（2060 年まで）を基本とし、

一定程度の長期展望が必要なことに留意します。また、「地方版総合戦略」との関連性を

考慮して、2020年時点について、対象期間の中間地点での記載にも留意します。 
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第２章 広尾町の現状 
 

第 1 節 広尾町の概要 
 

広尾町の自然条件、社会条件などを以下にまとめます。 

 

人口・世帯 ・人口は 7,612人で世帯数は 3,497世帯。1世帯当たりの人数は2.18 人で

す。 

・年少人口の割合は 11.2、生産年齢人口の割合は 57.0。老年人口の割合

は 31.9 となっています。(住民基本台帳人口 2014 年 1 月 1 日現在) 

位置・地勢 ・広尾町は、北海道十勝管内の最南端に位置し、東は北海道有数の漁業

資源を有する太平洋、西は日高山脈の山並みがそびえ立ち、その山系

に源を持つ 4本の河川が海に注いでいます。 

産業 ・就業者数は 4,042 人で割合としては 51.3％です。 

・就業人口比率は一次が 935人で構成比が 23.2％、二次が 935人で構成

比が23.2％、三次が2,163人で構成比が53.6％となっています。（国勢調
査 2010 年） 

・豊かな自然に恵まれ、漁業及び農業を基幹産業として発展してきまし

た。また、首都圏を結ぶ海の最短距離に位置する重要港湾「十勝港」

は、十勝の海上輸送の拠点港として今後の発展が期待されています。 

・昭和 59 年にノルウェーのオスロ市から国外初のサンタランドの認定を受

けて以来、「愛と平和、感謝と奉仕」を基本理念としてサンタランドにふさ

わしいまちづくりに取り組んでいます。 
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図表 位置図 
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第 2 節 広尾町の人口動向 
 

1．総人口及び構造別人口の推移 

総人口は減少しており、1985年には 11,285人でしたが、1995年に 10,000人を下回り、

2000年の 8,975人から 2010年には 7,881人と、この 10年では 12.2％減少しています。 

人口構成では少子化・高齢化が続いており、生産年齢人口は減少しています。2010年は

年少人口割合が 12.8％、生産年齢人口割合が 58.3％、老年人口割合が 28.9％となってい

ます。 

 図表 人口の推移（国勢調査より） 
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近年の住民基本台帳人口では、2010年は 8,121人でしたが、年々微減し、2014年は 7,612

人と、4年間で 509人減少しています。 

人口構成は大きな変化はないものの、生産年齢人口割合はほぼ横ばい、老年人口割合は

僅かながら上昇しており、2014年の年少人口割合は 11.2％、生産年齢人口割合が 57.0％、

老年人口割合が 31.8％となっています。 

 

図表 人口の推移（住民基本台帳より） 

  

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

老年人口 2,316 2,299 2,354 2,386 2,418

生産年齢人口 4,794 4,750 4,589 4,434 4,320

年少人口 1,011 994 949 887 847

総人口 8,121 8,043 7,892 7,727 7,612
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1995 年と 2010 年の男女別年齢別人口分布をみると、老年人口が増えていますが、生産

年齢人口のうちでも 50歳台以下の減少がみられます。 

 

図表 年代別人口の推移（人口ピラミッド） 

 

（人） 
1995年 2010年 

計 男性 女性 計 男性 女性 

0～4 493 261 232 287 143 144 

5～9 616 318 298 333 164 169 

10～14 645 329 316 391 218 173 

15～19 491 231 260 294 163 131 

20～24 413 219 194 197 114 83 

25～29 499 240 259 310 167 143 

30～34 574 278 296 398 201 197 

35～39 609 302 307 501 272 229 

40～44 745 386 359 461 222 239 

45～49 825 402 423 488 244 244 

50～54 690 322 368 550 280 270 

55～59 743 364 379 694 363 331 

60～64 662 331 331 700 325 375 

65～69 558 265 293 549 241 308 

70～74 419 179 240 581 259 322 

75～79 275 99 176 492 230 262 

80～84 192 65 127 346 137 209 

85歳以上 144 48 96 309 96 213 

合計 9,593 4,639 4,954 7,881 3,839 4,042 

*国勢調査人口（1995 年、2010 年） 
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2010 年の人口ピラミッド（年代別）を町と道で比較してみると、20～24 歳で道の平均

よりも低く、この年代の人口が特に少ないことが分かります。 

図表 道平均と町との比較（人口ピラミッド） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

*国勢調査人口（2010 年） 

  

2010年 
広尾町 北海道 全国 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 

0～4歳 3.7% 3.6% 4.0% 3.4% 4.4% 4.0% 

5～9歳 4.3% 4.2% 4.3% 3.7% 4.6% 4.2% 

10～14歳 5.7% 4.3% 4.7% 4.0% 4.9% 4.4% 

15～19歳 4.2% 3.2% 5.1% 4.4% 5.0% 4.5% 

20～24歳 3.0% 2.1% 5.1% 4.5% 5.3% 4.8% 

25～29歳 4.4% 3.5% 5.5% 5.1% 6.0% 5.5% 

30～34歳 5.2% 4.9% 6.4% 5.9% 6.8% 6.3% 

35～39歳 7.1% 5.7% 7.5% 6.9% 8.0% 7.4% 

40～44歳 5.8% 5.9% 6.6% 6.3% 7.1% 6.6% 

45～49歳 6.4% 6.0% 6.5% 6.3% 6.5% 6.1% 

50～54歳 7.3% 6.7% 6.5% 6.2% 6.2% 5.9% 

55～59歳 9.5% 8.2% 7.7% 7.6% 6.9% 6.7% 

60～64歳 8.5% 9.3% 8.4% 8.5% 8.0% 7.8% 

65～69歳 6.3% 7.6% 6.3% 6.9% 6.4% 6.6% 

70～74歳 6.7% 8.0% 5.6% 6.2% 5.2% 5.7% 

75～79歳 6.0% 6.5% 4.8% 5.5% 4.2% 5.1% 

80～84歳 3.6% 5.2% 3.1% 4.3% 2.7% 4.0% 

85歳以上 2.5% 5.3% 2.0% 4.4% 1.7% 4.2% 

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

85歳以上

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳
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2．世帯数と一世帯当たり人数の推移 
 

本町の世帯数は、1985 年の 3,591 世帯から 2010 年には 3,294 世帯と 8.3％減少してい

ます。人口減少に伴い、1世帯当たり人数も減少しており、1990年までは 3人を上回って

いましたが、その後も減少が続き、2010年は 2.39人に減少しました。 

近年の 1 世帯当たり人数は 2010 年以降 2.4 人を割り込み、2014 年は、1 世帯当たり人

数が 2.18人となっています。 

 

図表 世帯数と１世帯当たり人数の推移（国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人・世帯） 総人口 世帯数 
１世帯 

当たり人数 

1985年 11,285 3,591 3.14 

1990年 10,346 3,377 3.06 

1995年 9,593 3,329 2.88 

2000年 8,975 3,328 2.70 

2005年 8,325 3,259 2.55 

2010年 7,881 3,294 2.39 

*国勢調査人口（1985 年～2010 年） 
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図表 世帯数と１世帯当たり人数の推移（住民基本台帳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人・世帯） 総人口 世帯数 
１世帯 

当たり人数 

2010年 8,121 3,496 2.32 

2011年 8,043 3,521 2.28 

2012年 7,892 3,511 2.25 

2013年 7,727 3,510 2.20 

2014年 7,612 3,497 2.18 

*住民基本台帳人口（2010 年～2014 年）、各年 3月 31 日現在（2014 年は 1 月 1 日現在） 
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3．人口動態の推移 

（1） 自然増減・社会増減の推移 

人口の増減は、出生と死亡によって計算される自然増減と、転入と転出によって計算さ

れる社会増減によって決まります。本町は、自然増減は 2003 年までは自然増の年もあり

ましたが、それ以降は自然減が定着しています。また、社会増減はここ 20 年間一貫して

減少傾向を示しています。 

図表 自然増減・社会増減の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 自然増減数 社会増減数 
1995年 17 -172 

1996年 1 -90 

1997年 5 -85 

1998年 -5 -132 

1999年 -8 -148 

2000年 18 -170 

2001年 11 -171 

2002年 -15 -103 

2003年 4 -60 

2004年 -21 -118 

2005年 -22 -139 

2006年 -41 -120 

2007年 -26 -92 

2008年 -30 -171 

2009年 -37 -75 

2010年 -31 -11 

2011年 -59 -20 

2012年 -43 -109 

2013年 -69 -127 

2014年 -63 -119 

*住民基本台帳人口（1995 年～2014 年）、各年 3月 31 日現在（2014 年は 1月 1日現在） 
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全国、道及び周辺自治体と比べても、本町は社会減・自然減ともにその比率が高いこと

がわかります。 

 

図表 自然増減・社会増減比率の比較 
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（2） 自然増減（自然動態） 

出生数は 1995年に 90人でした。その後は年により上下しましたが、全体的に低下傾向

であり 2012年には 40人にまで低下しました。それ以降出生数は微増傾向で 2014年は 46

人となっています。 

これに対し、死亡者数も年により上下しますが、増加基調となっており、2014年は 109

人となっています。 

図表 出生数・死亡数（減少数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 出生数 死亡数 自然増減数 

1995年 90 73 17 

1996年 79 78 1 

1997年 84 79 5 

1998年 87 92 -5 

1999年 86 94 -8 

2000年 82 64 18 

2001年 81 70 11 

2002年 68 83 -15 

2003年 79 75 4 

2004年 68 89 -21 

2005年 69 91 -22 

2006年 58 99 -41 

2007年 50 76 -26 

2008年 51 81 -30 

2009年 49 86 -37 

2010年 56 87 -31 

2011年 53 112 -59 

2012年 40 83 -43 

2013年 42 111 -69 

2014年 46 109 -63 

*住民基本台帳人口（1995 年～2014 年）、各年 3月 31 日現在（2014 年は 1月 1日現在） 
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合計特殊出生率は、全国平均及び北海道平均と比べ本町は高めの傾向にありますが、

2000年からの 10年間は低下傾向にあります。2010年は 1.44となっています。 

図表 合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
広尾町 北海道 全国 

1980年 
 

1.64 1.75 

1985年 
 

1.61 1.76 

1990年 
 

1.43 1.54 

1995年 
 

1.31 1.42 

2000年 1.67 1.23 1.36 

2005年 1.50 1.15 1.26 

2010年 1.44 1.26 1.39 

2011年 
 

1.25 1.39 

2012年 
 

1.26 1.41 

2013年 
 

1.28 1.43 

*厚生労働省「人口動態調査」 

 

※市区町村別の合計特殊出生率は、毎年の出生件数のばらつきによる数値の揺れを防

ぐため前後 5 年間の平均で算出している。たとえば 2010 年の場合は、2008 年～2012

年の平均である。 
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（3） 社会増減（社会動態） 

毎年転出者が転入者を上回っています。近年では 2010年と 2011年は、転出者が減り転

入者数に近づきましたが、その後転出者と転入者の差が開いている状況です。 

図表 広尾町 社会増減の推移 転入者・転出者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
転入者数 転出者数 社会増減数 

1995年 397 569 -172 

1996年 385 475 -90 

1997年 362 447 -85 

1998年 381 513 -132 

1999年 328 476 -148 

2000年 362 532 -170 

2001年 298 469 -171 

2002年 348 451 -103 

2003年 294 354 -60 

2004年 334 452 -118 

2005年 277 416 -139 

2006年 271 391 -120 

2007年 256 348 -92 

2008年 263 434 -171 

2009年 251 326 -75 

2010年 280 291 -11 

2011年 297 317 -20 

2012年 233 342 -109 

2013年 238 365 -127 

2014年 238 357 -119 

*住民基本台帳人口（1995 年～2014 年）、各年 3月 31 日現在（2014 年は 1 月 1 日現在） 
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男性の年齢別人口移動の推移では、1985 年から 1990 年にかけては、ほぼ全ての年代で

転出超過でしたが、直近の 2005年から 2010年については、20歳代後半から 30歳代及び

50 歳代で数値がプラスになっているのが特徴です。また、20 歳代後半については、プラ

ス傾向が維持されています。 

ただし、女性の年齢別人口移動の推移では、20 歳代から 30 歳代前半では 2005 年から

2010年にかけてプラスになっていますが、全体的なグラフの傾向に大きな差が見られない

のが特徴です。 

図表 男 年齢別人口移動の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純移動数 

男 

1985年→
1990年 

1995年→
2000年 

2005年→
2010年 

0～4 → 5～9 -1.1 3.4 -12.8 

5～9 →10～14 -27.5 -14.8 -1.9 

10～14→15～19 -186.8 -120.5 -87.7 

15～19→20～24 -184.3 -93.2 -71.5 

20～24→25～29 58.3 38.9 56.5 

25～29→30～34 -64.0 7.1 33.8 

30～34→35～39 -43.1 -6.4 10.5 

35～39→40～44 -40.8 -25.6 -15.2 

40～44→45～49 -40.3 -1.3 -3.1 

45～49→50～54 -41.3 -21.0 20.8 

50～54→55～59 -55.5 -8.0 11.0 

55～59→60～64 -45.1 -21.5 -18.9 

60～64→65～69 -16.5 -2.3 -6.5 

65～69→70～74 -4.2 -12.7 -8.7 

70～74→75～79 -4.3 -3.1 6.7 

75～79→80～84 -3.1 -0.1 -0.1 

80～84→85～89 -4.0 -7.7 3.4 

85～ →90～ 0.4 3.2 5.7 

*国提供データ 総務省統計局「国勢調査」における２時点の人口データ等から、 

性別、年齢階級別の移動状況（純移動数）を推計 
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図表 女 年齢別人口移動の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純移動数 

女 

1985年→
1990年 

1995年→
2000年 

2005年→
2010年 

0～4 → 5～9 -27.2 -22.7 2.2 

5～9 →10～14 -34.4 -8.8 -7.0 

10～14→15～19 -139.2 -115.8 -64.9 

15～19→20～24 -147.1 -137.6 -97.8 

20～24→25～29 4.9 24.3 41.2 

25～29→30～34 -2.9 30.5 25.4 

30～34→35～39 -43.3 -24.2 -5.4 

35～39→40～44 -26.4 -5.8 -12.0 

40～44→45～49 -33.6 0.4 -15.5 

45～49→50～54 -11.7 -5.6 -1.4 

50～54→55～59 -18.6 -21.6 -8.4 

55～59→60～64 -0.9 -14.2 -5.7 

60～64→65～69 -2.4 -14.7 -5.3 

65～69→70～74 -13.6 -14.1 -9.0 

70～74→75～79 -11.4 0.6 -11.2 

75～79→80～84 0.8 -13.6 1.2 

80～84→85～89 -7.0 1.4 -4.1 

85～ →90～ 2.8 -1.9 -13.0 

*国提供データ 総務省統計局「国勢調査」における２時点の人口データ等から、 

性別、年齢階級別の移動状況（純移動数）を推計 
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4．就業状況 

就業者数は 1985年の 5,615人から減少しており、2010年は 4,042人と 28.0％減少して

います。 

産業別では、第一次産業従事者は 1985年から 2000年までは 15年間に 31.0％減少しま

したが、2000年から 2010年は 10年間に 11.0％の減少と幅が小さくなっています。 

第二次産業従事者は、1985 年から 2005 年まで一貫して減り続け、43.0％減になりまし

たが、2005年から 2010年は 4.7％（42人）増加しました。第三次産業は、1990年から 1995

年、2005年から 2010年に段階的に減少をしています。 

構成比は 2010年で第一次産業従事者が 23.2％、第二次産業従事者が 23.2％、第三次産

業従事者が 53.6％となっています。 

 

図表 産業別就業人口の推移（産業３分類） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年

第３次産業 2,524 2,571 2,502 2,381 2,376 2,163

第２次産業 1,568 1,414 1,374 1,248 893 935

第１次産業 1,523 1,328 1,195 1,051 978 935

就業者数 5,615 5,316 5,071 4,681 4,247 4,042
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図表 広尾町 男女別就業人口及び産業別特化係数（産業大分類） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

*国勢調査（2010 年）  

産業大分類 

男性 女性 
就業 
人口 

特化 
係数 

平均 
年齢 

就業 
人口 

特化 
係数 

平均 
年齢 

（人） - （歳） （人） - （歳） 
Ａ 農業，林業 235 2.59 51.0 215 3.65 51.7 

うち農業 204 2.36 50.8 200 3.43 52.0 
Ｂ 漁業 334 36.00 55.3 151 53.47 59.9 
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 4 3.09 52.8 0 0.00 0.0 
Ｄ 建設業 392 1.49 49.1 55 1.23 52.4 
Ｅ 製造業 252 0.55 45.4 232 1.18 53.7 
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 6 0.35 48.2 2 0.76 51.5 
Ｇ 情報通信業 6 0.07 43.5 2 0.07 52.5 
Ｈ 運輸業，郵便業 216 1.19 46.5 50 1.26 47.2 
Ｉ 卸売業，小売業 195 0.58 49.9 281 0.86 49.4 
Ｊ 金融業，保険業 28 0.59 45.3 25 0.46 44.4 
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 3 0.06 37.5 4 0.14 53.0 
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 47 0.53 48.6 14 0.34 51.8 
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 53 0.58 55.4 136 0.98 52.2 
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 31 0.50 49.2 48 0.56 53.2 
Ｏ 教育，学習支援業 81 1.01 40.9 66 0.68 38.8 
Ｐ 医療，福祉 59 0.59 51.4 262 0.85 43.4 
Ｑ 複合サービス事業 98 6.56 46.2 34 3.20 39.6 
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 113 0.77 50.4 56 0.67 50.8 
Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 198 1.92 46.1 49 1.42 41.2 
Ｔ 分類不能の産業 8 0.06 51.1 1 0.01 71.5 
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40代までとそれ以上の就業者数の割合を計算した「交代指数」を見ると、主要産業であ

る一次産業と二次産業は全てにおいて 100を下回っております。これはこのままの状況が

続くと、20～30年後には、それぞれの産業で今と同じ就業者数を確保できない、というこ

とを意味します。平均年齢も全産業で 49.4歳と 50歳に迫っており、町の主要産業では漁

業の平均年齢が 56.7歳と最も高くなっています。 

図表 産業別交代指数と就業者の平均年齢（産業大分類） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業大分類 交代指数 平均年齢（歳） 

総数 50.8 49.4 
Ａ 農業，林業 53.5 51.3 
うち農業 50.0 51.4 

Ｂ 漁業 32.9 56.7 
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 0.0 52.8 
Ｄ 建設業 40.2 49.5 
Ｅ 製造業 46.9 49.4 
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 14.3 49.0 
Ｇ 情報通信業 40.0 45.8 
Ｈ 運輸業，郵便業 57.6 46.6 
Ｉ 卸売業，小売業 45.7 49.6 
Ｊ 金融業，保険業 52.9 44.9 
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 100.0 46.4 
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 45.9 49.3 
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 29.7 53.1 
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 55.0 51.6 
Ｏ 教育，学習支援業 121.5 39.9 
Ｐ 医療，福祉 63.0 44.8 
Ｑ 複合サービス事業 70.8 44.5 
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 53.3 50.6 
Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 66.7 45.1 
Ｔ 分類不能の産業 200.0 53.4 

*国勢調査（2010 年）  
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図表 広尾町 年齢別就業者人口（産業大分類） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*国勢調査（2010 年）  

産業大分類（人） 15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65歳以上 

総数 441 734 806 1,052 457 552 

Ａ 農業，林業 40 89 64 115 62 80 

うち農業 36 76 62 103 59 68 

Ｂ 漁業 25 59 67 121 67 146 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 0 0 2 1 1 0 

Ｄ 建設業 36 79 104 124 58 46 

Ｅ 製造業 63 73 88 133 69 58 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 0 1 2 5 0 0 

Ｇ 情報通信業 1 1 3 2 0 1 

Ｈ 運輸業，郵便業 26 65 68 58 32 17 

Ｉ 卸売業，小売業 47 79 120 102 54 74 

Ｊ 金融業，保険業 11 7 14 14 6 1 

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1 2 1 1 1 1 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 1 16 13 20 4 7 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 13 22 37 53 28 36 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 10 12 11 15 14 17 

Ｏ 教育，学習支援業 41 38 35 26 4 3 

Ｐ 医療，福祉 43 76 81 93 15 13 

Ｑ 複合サービス事業 29 22 26 37 9 9 

Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 13 36 28 40 24 28 

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 41 53 42 92 7 12 

Ｔ 分類不能の産業 0 4 0 0 2 3 
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総人口の減少とともに、昼間人口も減っていますが、昼夜間人口比率はほぼ 100％を維

持しています。 

図表 広尾町 昼間人口比率 
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A B C D=A-B+C D/A 
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第３章 人口の将来推計 
 

第 1 節 将来人口の推計の整理 

 

1．推計の目的 

将来の人口を見通すための基礎作業として、これまでに発表された人口推計データをと

りまとめるとともに、本ビジョン策定のために、国が提供したワークシートを活用し、以

下にまとめた新たな推計のための仮定に基づいたシミュレーションを行い将来人口を推

計します。 

 

2．近年実施された推計パターンとその推計値 

近年、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」とする。）では、日本の将来人

口について、2度の推計を発表しています。まず、平成 24年 1月に発表された「日本の将

来推計人口（平成 24年 1月推計）」では、平成 22年国勢調査による基準人口を基に、「将

来の出生率」の変化及び「生残率の仮定（将来生命表）に基づく平均寿命」の伸びを想定

し、2060 年の高齢化率を全国平均で 39.9％と極めて高い水準で推計しているものであり

ます。 

ただし、この推計では市区町村ごとの推計までされていません。そこで、今回の地方人

口ビジョン策定にあたっては、その 1年後に発表された社人研による最新の推計「日本の

地域別将来推計人口（平成 25年 3月推計）」を推計方法の一つ（以下「パターン 1」）とし

て用います。出生率の代替指標として「子ども女性比（Children Woman Ratio，CWR(0～4

歳人口と 15～49 歳女性人口の比)」を用いており、その 2010 年比率が 2015 年以降 2040

年まで一定であると仮定していることが特徴です。また、社会増減に関しては、2005年か

ら 2010年に観察された市区町村別・男女年齢別純移動率を、2015年から 2020年にかけて

おおよそ 2分の 1に縮小させ、その後一定と仮定して推計をしています。 

もう一つの推計方法としては、社人研推計に準拠しながらも、2040年まで全国の人口移

動の総数がおおむね一定のケースを想定していたものです。これは、「日本創成会議・人

口減少問題検討分科会」が公表した推計方法であり、社会増減に関して、社人研推計にお

ける 2010 年から 2015 年の移動とほぼ同水準で 2040 年まで続くと仮定した推計です（以

下「パターン 2」）。 
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パターン１：国立社会保障・人口問題研究所（社人研）推計に準拠 

主に 2005 年から 2010 年の人口の動向を勘案し、将来の人口を推計。 

出生に関する仮定 死亡に関する仮定 移動に関する仮定 

子ども女性比が2010年の状

況がそのまま一定と仮定 

（出生率の代替指標） 

55～59歳→60～64歳以下で

は、2005年から 2010 年の生

残率を適用。60～64 歳→65

～69 歳以上では上述に加え

て、2000 年から 2005 年の生

残率を適用。 

2005 年から 2010 年の純移

動率が 2020 年までに 0.5 倍

に縮小し、その後 2040 年ま

で一定で推移すると仮定。 

パターン２：日本創成会議推計に準拠 

パターン１と比べ、移動に関して異なる仮定を設定。 

出生に関する仮定 死亡に関する仮定 移動に関する仮定 

子ども女性比が2010年の状

況がそのまま一定と仮定 

（出生率の代替指標） 

55～59歳→60～64歳以下で

は、2005年から 2010 年の生

残率を適用。60～64 歳→65

～69 歳以上では上述に加え

て、2000 年から 2005 年の生

残率を適用。 

直近の推計値から減らずに

2040 年まで同程度で推移す

ると仮定。 

図表 パターン１による三区分人口 
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年

老年人口 2,277 2,500 2,638 2,606 2,494 2,354 2,239 2,059 1,872 1,671 1,494

生産年齢人口 4,593 4,080 3,624 3,281 2,993 2,716 2,414 2,179 1,982 1,829 1,680

年少人口 1,011 850 720 620 542 492 457 425 389 346 304

総人口 7,881 7,429 6,982 6,508 6,029 5,562 5,110 4,663 4,243 3,847 3,478
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図表 パターン２による三区分人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．社人研準拠推計に基づいた新たなシミュレーションの考え方 

地方人口ビジョン策定にあたっての市区町村独自の推計を行うための指針として、国が

2つのシミュレーションを提示しています。 

一つは、出生率の回復には長時間を要するが、2030年までに合計特殊出生率が人口置換

水準である 2.1程度を段階的に回復すると仮定した場合であります。（以下、「シミュレー

ション 1」） 

もう一つは、出生率が段階的に 2.1を回復しつつ、かつ、転入者と転出者数が均衡する

状態を仮定したものであります。（以下、「シミュレーション 2」） 
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老年人口 2,277 2,500 2,618 2,557 2,418 2,251 2,103
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シミュレーション１：社人研推計をもとにした新たなシミュレーション推計１ 

合計特殊出生率が人口置換水準（2.1）まで上昇した場合のシミュレーション 

出生に関する仮定 死亡に関する仮定 移動に関する仮定 

合計特殊出生率が人口置換

水準（2.1）まで上昇した場合

のシミュレーション 

2005年から2010年の5歳年

齢別の生残率を適用 

2005 年から 2010 年の純移

動率が 2020 年までに 0.5 倍

に縮小し、その後 2040 年ま

で一定で推移すると仮定。 

（※社人研推計に準拠） 

シミュレーション２：社人研推計をもとにした新たなシミュレーション推計２ 

合計特殊出生率が人口置換水準（2.1）まで上昇し、かつ、人口移動が均衡した場合 

出生に関する仮定 死亡に関する仮定 移動に関する仮定 

合計特殊出生率が人口置換

水準（2.1）まで上昇した場合

のシミュレーション 

2005年から2010年の5歳年

齢別の生残率を適用 

転入者数と転出者数が同数

となった場合を仮定 

図表 シミュレーション１による三区分人口 
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老年人口 2,277 2,500 2,638 2,606 2,494 2,354 2,239 2,059 1,872 1,671 1,494
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図表 シミュレーション２による三区分人口 
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4．4 つの人口推計の傾向分析 

（1） 総人口の推計 

人口推計値をみると、社会減による人口流出が今と同様に進むことを想定したパターン

2 が最も悲観的な結果となっています。対して、出生率が回復しなおかつ人口移動が均衡

化した場合は、自然減のみを勘案すれば良いこととなるため、この中では比較的緩い人口

減の結果となっています。ただし、いずれの場合も大幅減は避けられない状況であります。 

図表 広尾町 人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  パターン１ パターン２ シミュレーション１ シミュレーション２ 

2010 年 7,881 7,881 7,881 7,881 

2015 年 7,429 7,429 7,406 7,621 

2020 年 6,982 6,887 6,951 7,308 

2025 年 6,508 6,301 6,510 6,994 

2030 年 6,029 5,707 6,095 6,690 

2035 年 5,562 5,112 5,686 6,385 

2040 年 5,110 4,528 5,278 6,085 

2045 年 4,663 - 4,867 5,794 

2050 年 4,243 - 4,484 5,528 

2055 年 3,847 - 4,134 5,289 

2060 年 3,478 - 3,814 5,082 

【注記】 

パターン１：全国の移動率が今後一定程度縮小すると仮定した推計（社人研推計） 

パターン２：全国の総移動数が、2010 年から 2015 年の推計値と概ね同水準でそれ以降も推移すると仮定した推計（日本創成会議推計推計） 

シミュレーション１：合計特殊出生率が人口を長期的に一定に保てる水準の 2.1 まで上昇したとした場合のシミュレーション 

シミュレーション２：合計特殊出生率が 2.1 まで上昇し、かつ人口移動が均衡したとした（移動がゼロとなった）場合のシミュレーション 
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（2） 老年人口比率 

老年人口割合に関しては、2040年まではどの推計でも上昇の傾向で、その後は緩やかに

減少するという予測です。ただし、総人口も減っているという状況を理解する必要があり

ます。 

図表 広尾町 パターン別老年人口比率推計 

 
 

 

 

 (3)パターン別影響度分析 

パターン 1とシミュレーション 1を比較することで、将来人口に及ぼす出生の影響度（自

然増減の影響度）を分析することが可能となります。シミュレーション 1の人口をパター

ン 1 の人口で除すると、仮に出生率が人口置換水準（2.1 程度）まで増加した場合の増加

率を示しています。 

また、シミュレーション 1とシミュレーション 2を比較することで、将来人口に及ぼす

移動の影響度（社会増減の影響度）を分析することが可能となります。シミュレーション

2 の人口をシミュレーション 1 の人口で除すると、仮に人口移動が均衡（移動がない場合

と同じ）になった場合に増加した場合の増加率を示しています。 
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「自然増減及び社会増減」それぞれの影響度を、以下に挙げる 1～5 の 5 段階で分類し

たものが次のとおりです。 

 

自然増減の影響度 社会増減の影響度 影響度指数 

100％未満 100％未満 １ 

100～105％ 100～110％ ２ 

105～110％ 110～120％ ３ 

110～115％ 120～130％ ４ 

115％以上の増加 130％以上の増加 ５ 

 

図表  広尾町  自然然増減、社会増減の影響度 

分類 計算方法 影響度 

自然増減の 

影響度 

シミュレーション１の 2040 年推計人口＝5,278（人） 

パターン１の 2040 年推計人口＝5,110（人） 

⇒5,278／5,110＝103.3％ 
２ 

社会増減の 

影響度 

シミュレーション２の 2040 年推計人口＝6,085（人） 

シミュレーション１の 2040 年推計人口＝5,278（人） 

⇒6,085／5,278＝115.3％ 
３ 
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第 2 節 町の独自推計 

ここまでに見てきた広尾町の人口のこれまでの動きと、各種推計・シミュレーションを

基に、広尾町の将来人口を独自に推計します。 

 

【人口動向及び各種推計によるポイントの整理】 

●人口は一貫して減少をしているが、自然減が定着してきたのはここ10年ほどの動き。

合計特殊出生率も道や国の平均と比べて高い状況が続いていたため、2000 年代前半

までは、「まだなんとかなっていた」状況であった。ただし、高齢者の増加で補いき

れなくなっているため、ここ数年は自然減が大きく目立っている。 

●転入と転出の差は、数年周期で拡大と縮小を続けているが、減少傾向であることに

は変わらない。ただし、近年では 2010 年・2011 年ごろには、転出者が転入者数と

ほぼ同じになったこともあり、社会減を減らすことは無理ではない。 

●50 歳代の人口構成比が高く、頑張っているのが本町の特徴の一つであり、それぞれ

の産業別就業者においても、中心的な存在である。人口減を食い止めるにあたって

は、その「子ども」世代である今の 20～30 歳代の定住が鍵になる。ただし、その

20 歳代前半は町外への流出数が今なお多く、人口構成割合としては低いのが課題で

ある。 

●基幹産業の一つである漁業と農業については、「漁業」の平均年齢がほかの産業に比

べて高く、「交代指数」が低い。また、農業に関しては、全国平均よりも平均年齢が

低いことも特徴の一つである。 

●国のワークシートに基づくシミュレーション結果によると、今後も人口の大幅減及

び高齢化率の大幅増が避けられない状況となっている。 

 

また、自然減より社会減の影響度が高い（自然減が 2 社会減が 3）状況ではあるため、

人口減を短期的に食い止めるためには移住・定住につながる施策や町からの流出を防ぐた

めの施策で「社会減」の減少カーブを緩やかにし、子育て施策などの充実で出生増（人口

増）のための施策を検討することがポイントです。 

 

上記ポイントを踏まえ、町の独自推計のために「自然増減」「社会増減」の二つの軸で、

仮定を整理します。 
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1. 独自推計検討にあたっての視点整理  

 

（1） 自然増減の視点 

人口が減らない子どもの数（人口置換出生率）は、2.07。つまり、それ以上で推移しな

いと、人口減少が拡大します。道としては、2030 年に出生率が 1.8、2040 年に出生率が

2.07まで段階的に上昇すると仮定しています。 

 

①出生数・合計特殊出生率の推移 

図表 合計特殊出生率の推移 

 2012 年 2013 年 2014 年 

全国 1.41 1.43 1.42 

道 1.26 1.28 1.27 

広尾町 2008 年～2012 年の平均値 1.44 

図表 出生数の推移 

 2012 年 2013 年 2014 年 

広尾町 40 人 42 人 46 人 

 

②推計上の合計特殊出生率の設定 

これからの 5 年間は 合計特殊出生率を 1.56、その後は、国の長期ビジョンと同様に、

2040 年に出生率が人口置換水準の 2.07 まで段階的に回復し、その後維持することをめざ

す。 

図表 合計特殊出生率の設定 

 2015 年 2020 年 2030 年 2040 年 2050 年 2060 年 

広尾町 1.59 1.67 1.80 2.07 2.07 2.07 
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（2） 社会増減の視点 

基本的には、転出を減らし転入数を増やすことが人口減少の抑制に不可欠です。転入状

況・転出状況及び移住の状況などを捉えて、推計数を設定します。 

 

①近年の転入者・転出者の状況 

図表 2010 年から 2014 年の 1年当たり平均の転入数・転出数・増減数 

 平均転入数 平均転出数 平均人口増減 

広尾町 257 人 334 人 ▲77 人 

 

 

図表 直近の転入数・転出数・人口増減数 

 2013 年 2014 年 

転入数 238 人 238 人 

転出数 365 人 357 人 

人口増減 ▲127 人 ▲119 人 
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2. 3 つの独自推計案について  

 

国や道の仮定などに基づき、町独自の施策を検討することで、独自推計として 3つのパ

ターンを仮定しました。 

 

 

独自推計 A 

出生に関する仮定は道に準拠。移動に関する仮定は、パターン１より移動率がやや下がり

一定（0.4 倍）の方向で検討。 

出生に関する仮定 死亡に関する仮定 移動に関する仮定 

合計特殊出生率は 2020 年

1.67、 2025年1.7、2030年以

降 1.8、2040 年以降 2.07 と

する。（ほぼ、道の仮定に準

拠） 

2005年から2010年の5歳年

齢別の生残率を適用 

社人研推計（2005 から 2010

の移動率が「2020 年までに

0.5 倍に縮小」）を「2020 年ま

でに 0.4 倍に縮小」に変更。 

独自推計B 

出生に関する仮定は道に準拠。移動に関する仮定は道に準拠（2019 年に半減、2025 年に

社会増減がゼロ（０倍）の方向で検討） 

出生に関する仮定 死亡に関する仮定 移動に関する仮定 

合計特殊出生率は 2020 年

1.67、 2025年1.7、2030年以

降 1.8、2040 年以降 2.07 と

する。（ほぼ、道の仮定に準

拠） 

2005年から2010年の5歳年

齢別の生残率を適用 

社人研推計（2005 から 2010

の移動率が「2020 年までに

0.5倍に縮小」その後一定）を

「2019 年に 0.5 倍に縮小、さ

らに 2025 年までに 0倍をめ

ざす（道に準拠）」にする。 

独自推計 C 

出生に関する仮定は道に準拠。 

移動に関する仮定も道に準拠（2019年に半減、2025年に社会増減がゼロ（０倍）の方向で検

討）し、さらに 2020 年～男女ともに、0-4、20-24、25-29、30-34 歳がそれぞれの年齢層で 2

人ずつ移住（転入）してくる（つまり年男女 8名、計 16 人）。 

出生に関する仮定 死亡に関する仮定 移動に関する仮定 

合計特殊出生率は 2020 年

1.67、 2025年1.7、2030年以

降 1.8、2040 年以降 2.07 と

する。（ほぼ、道の仮定に準

拠） 

2005年から2010年の5歳年

齢別の生残率を適用 

社人研推計（2005 から 2010

の移動率が「2020 年までに

0.5倍に縮小」その後一定）を

「2019 年に 0.5 倍に縮小、さ

らに 2025 年までに 0倍をめ

ざす（道に準拠）」にする。加

えて 2020 年～0-14、20-24、

25-29、30-34 歳が年間それ

ぞれ 4人ずつ移住（転入）し

てくる（年 16 人の純増）。 
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図表 各推計結果の総人口比較 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
パターン１ 

（社人研） 

独自推計 A 

（社会移動は

今よりやや減） 

独自推計B 

（ほぼ 

道に準拠） 

独自推計C 

（道準拠プラス

移住者増） 

2010 年 7,881 7,881 7,881 7,881 

2015 年 7,429 7,473 7,429 7,429 

2020 年 6,982 7,067 6,997 6,997 

2025 年 6,508 6,641 6,645 6,732 

2030 年 6,029 6,216 6,290 6,472 

2035 年 5,562 5,797 5,936 6,223 

2040 年 5,110 5,414 5,607 6,011 

2045 年 4,663 5,033 5,286 5,815 

2050 年 4,243 4,674 5,001 5,658 

2055 年 3,847 4,338 4,744 5,536 

2060 年 3,478 4,025 4,515 5,448 
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第 3 節 人口の将来展望 
 

ここまで見てきたとおり、自然減・社会減それぞれにおいての仮定をおき、推計を行い

ました。社会減をゼロにし、さらに移住・定住者が中長期的に一定数定着すると仮定する

と、人口の減少は食い止められる予想もありますが、中長期的にみると人口の大幅な減少

は避けられません。 

人口減少社会を見据えると、次のことを町ぐるみで考える必要があります。 

 

●町の人口減少の問題をどう考えるか。 

 －自然減の影響を減らす          →主に少子化対策 

 －社会減の影響を減らす          →主に移住・定住対策 

●その人口減少が町の活動に与える影響をどう考えるか。 

 －生産活動や経済活動への影響を減らす   →主に雇用対策 

 －まちの基盤整備への影響を減らす     

 －まちのコミュニティ活動への影響を減らす 

 

将来の人口については、社人研推計で示された予測人口をどこまで回復させるのか、と

いう視点で検討を行いました。「広尾町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定推進委員会」

での検討を踏まえ、推計Ｂを基に広尾町の目標人口を設定します。 

 

【広尾町の目標人口】 

2040年 2060年 

5,600人 

（社人研推計より 10％増を想定） 

4,500人 

（社人研推計より 29％増を想定） 

 

 

  

→主にまちの維持対策 
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第 4 節 町のめざすべき将来の方向 
 

（1） 雇用対策 

重要港湾十勝港を管理する町という強みを活かすことが本町にとっては重要です。また

主要産業である漁業・農林業に対する支援の強化を行い、特に新規就農者支援の施策を進

め、海と山がともにある本町の強みを活かすことができる各産業に活力を与え、各産業分

野において新たな「しごと」「産業」を創出することが求められます。 

 

（2） 移住・定住対策 

移住定住は一朝一夕には難しいことから、まず海と山を両方持つ自然環境を活かし、交

流人口の拡大に取り組む必要があります。移住体験施策や体験型観光プログラムを開発し、

「自然と共生して快適に過ごすくらし」をイメージさせるとともに、「安心して暮らせる

災害に強いまちづくり」も重要と考えます。 

 

（3） 少子化対策 

安心して子どもを産み育てられるような若い世代の負担軽減を図るとともに、子育て支

援センターの充実を図ることが必要です。 

また、地域コミュニティの中核的存在としての期待がこれまで以上に高まっている広尾

高校が、地域活性化の活動の核になることも考えられます。 

 

（4） 住みやすいまちの維持対策 

「ひろお未来塾」で培われた実績やノウハウを受け継ぎ、『広尾町活き生きプロジェク

ト』を中心とした「人の力」でまちを豊かに発展させていくことが必要です。 

未来を切り開く次世代のまちのリーダー人材育成プログラムを取り入れ、育成の場と機

会をつくり、まちに集う人々の専門性をさらに発揮する「広尾版コンシェルジュ制度」の

創設に向けて取り組むことが考えられます。また、まちのピーアールや観光事業において

も、それぞれ「人の力」を活かしながら取り組むことでその効果を高めることが可能とな

ると考えられます。 

 

これらを確実に実行するために必要な取組を推進するため、政策分野や施策の整理を、

広尾町総合戦略の中で行います。 



 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広尾町人口ビジョン 
 
〒089-2692 

北海道広尾郡広尾町西４条７丁目１番地 

広尾町企画課企画係 

TEL 01558-2-0184／FAX 01558-2-4933 

公式ウェブサイト http://www.town.hiroo.lg.jp/ 


